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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　各通信局が所定のビーコン周期を以って動作する無線通信システムであって、
　第１の通信局はビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を送信し、
　第２の通信局は、受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、前記第１の通信局と
のビーコン周期の先頭位置の同期をとるとともに、ビーコン周期の同期をとり、ビーコン
周期の先頭位置の誤差が所定の閾値を超えるときには、前記第１の通信局とのビーコン周
期の先頭位置の同期をとるが、ビーコン周期の同期処理は行なわない、
ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項２】
　各通信局が所定のビーコン周期を以って動作する無線通信システムであって、
　通信局は、所定のスキャン周期毎に前記報知信号を受信するためのスキャン動作を行な
うとともに、受信した報知信号を基にビーコン周期の先頭位置の誤差を検出し、ビーコン
周期の先頭位置の誤差が所定の閾値よりも小さいときには前記スキャン周期を大きくして
いき、
　第１の通信局はビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を送信し、
　第２の通信局は、受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、前記第１の通信局と
のビーコン周期の先頭位置の同期をとるとともに、ビーコン周期の同期をとる、
ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項３】
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　通信局は、周辺局との間でフレームの先頭位置の誤差が所定の閾値を超えるときには、
スキャン周期を短くする、
ことを特徴とする請求項２に記載の無線通信システム。
【請求項４】
　各通信局が所定のビーコン周期を以って動作する無線通信システムであって、
　第１の通信局は、ビーコン周期に関する時刻情報を含み、且つ、同期処理直後その旨を
示すフラグを設けた報知信号を送信し、
　第２の通信局は、受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、前記第１の通信局と
のビーコン周期の先頭位置の同期をとるとともに、ビーコン周期の同期をとり、前記フラ
グ付の報知信号を受信した場合、ビーコン周期の先頭位置の誤差が所定の閾値を超えると
きには、前記第１の通信局とのビーコン周期の先頭位置の同期をとるが、ビーコン周期の
同期処理は行なわない、
ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項５】
　各通信局が所定のビーコン周期を以って動作する無線通信システムであって、
　第１の通信局はビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を送信し、
　第２の通信局は、受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、前記第１の通信局と
のビーコン周期の先頭位置の同期をとるとともに、ビーコン周期の同期をとり、
　通信局は、新規参入局から報知信号を受信したとき、ビーコン周期の先頭位置の同期を
とるが、ビーコン周期の同期処理は行なわない、
ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項６】
　各通信局はクロックをカウントすることでビーコン周期を計測し、
　前記第２の通信局は、前記第１の通信局とのビーコン周期の先頭位置の誤差をクロック
のカウント誤差αとして計測し、カウント値をαだけ減じることによりビーコン周期の先
頭位置の同期をとり、１フレーム分のカウント値をαだけ伸張することによりビーコン周
期の同期をとる、
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載の無線通信システム。
【請求項７】
　各通信局が所定のビーコン周期を以って通信が行なわれる無線通信環境下で動作する無
線通信装置であって、
　通信チャネル上で無線データを送受信する通信手段と、
　ビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を生成する報知信号生成手段と、
　周辺局から受信した報知信号を解析する報知信号解析手段と、
　周辺局から受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、該周辺局との間でビーコン
周期の先頭位置の同期、並びにビーコン周期の同期を調整する同期処理手段と、
を具備し、
　前記同期処理手段は、周辺局とのビーコン周期の先頭位置の誤差が所定の閾値を超える
ときには、該周辺局とのビーコン周期の先頭位置の同期をとるが、ビーコン周期の同期処
理は行なわない、
ことを特徴とする無線通信装置。
【請求項８】
　各通信局が所定のビーコン周期を以って通信が行なわれる無線通信環境下で動作する無
線通信装置であって、
　通信チャネル上で無線データを送受信する通信手段と、
　ビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を生成する報知信号生成手段と、
　周辺局から受信した報知信号を解析する報知信号解析手段と、
　周辺局から受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、該周辺局との間でビーコン
周期の先頭位置の同期、並びにビーコン周期の同期を調整する同期処理手段と、
　所定のスキャン周期毎に前記報知信号の受信動作を行なうスキャン動作手段と、
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を具備し、
　前記同期処理手段は受信した報知信号を基にビーコン周期の先頭位置の誤差を検出し、
前記スキャン動作手段はビーコン周期の先頭位置の誤差が所定の閾値よりも小さいときに
は前記スキャン周期を大きくしていく、
ことを特徴とする無線通信装置。
【請求項９】
　前記スキャン動作手段は、周辺局との間でフレームの先頭位置の誤差が所定の閾値を超
えるときには、スキャン周期を短くする、
ことを特徴とする請求項８に記載の無線通信装置。
【請求項１０】
　各通信局が所定のビーコン周期を以って通信が行なわれる無線通信環境下で動作する無
線通信装置であって、
　通信チャネル上で無線データを送受信する通信手段と、
　ビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を生成する報知信号生成手段と、
　周辺局から受信した報知信号を解析する報知信号解析手段と、
　周辺局から受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、該周辺局との間でビーコン
周期の先頭位置の同期、並びにビーコン周期の同期を調整する同期処理手段と、
を具備し、
　前記報知信号生成手段は、前記同期処理手段による同期処理直後の報知信号にその旨を
示すフラグを設け、
　前記同期処理手段は、前記フラグ付の報知信号を受信した場合、ビーコン周期の先頭位
置の誤差が所定の閾値を超えるときには、前記第１の通信局とのビーコン周期の先頭位置
の同期をとるが、ビーコン周期の同期処理は行なわない、
ことを特徴とする無線通信装置。
【請求項１１】
　各通信局が所定のビーコン周期を以って通信が行なわれる無線通信環境下で動作する無
線通信装置であって、
　通信チャネル上で無線データを送受信する通信手段と、
　ビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を生成する報知信号生成手段と、
　周辺局から受信した報知信号を解析する報知信号解析手段と、
　周辺局から受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、該周辺局との間でビーコン
周期の先頭位置の同期、並びにビーコン周期の同期を調整する同期処理手段と、
を具備し、
　前記同期処理手段は、新規参入局から報知信号を受信したとき、ビーコン周期の先頭位
置の同期をとるが、ビーコン周期の同期処理は行なわない、
ことを特徴とする無線通信装置。
【請求項１２】
　クロック発生器と、前記クロック発生器が出力するクロックをカウントすることでビー
コン周期を計測する手段をさらに備え、
　前記同期処理手段は、周辺局から受信した報知信号から得られる時刻情報を基に得られ
るビーコン周期の先頭位置の誤差をクロックのカウント誤差αとして計測し、カウント値
をαだけ減じることによりビーコン周期の先頭位置の同期をとり、１フレーム分のカウン
ト値をαだけ伸張することによりビーコン周期の同期をとる、
ことを特徴とする請求項７乃至１１のいずれかに記載の無線通信装置。
【請求項１３】
　周期的に報知信号が送信される無線通信環境下で通信処理するための無線通信方法であ
って、
　ビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を生成する報知信号生成ステップと、
　周辺局から受信した報知信号を解析する報知信号解析ステップと、
　周辺局から受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、該周辺局との間でビーコン
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周期の先頭位置の同期、並びにビーコン周期の同期を調整する同期処理ステップと、
　所定のスキャン周期毎に前記報知信号の受信動作を行なうスキャン動作ステップと、
を有し、
　前記同期処理ステップでは受信した報知信号を基にビーコン周期の先頭位置の誤差を検
出し、前記スキャン動作手段はビーコン周期の先頭位置の誤差が所定の閾値よりも小さい
ときには前記スキャン周期を大きくしていく、
ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項１４】
　前記スキャン動作ステップでは、周辺局との間でフレームの先頭位置の誤差が所定の閾
値を超えるときには、スキャン周期を短くする、
ことを特徴とする請求項１３に記載の無線通信方法。
【請求項１５】
　周期的に報知信号が送信される無線通信環境下で通信するための処理をコンピュータ上
で実行するようにコンピュータ可読形式で記述されたコンピュータ・プログラムであって
、前記コンピュータを、
　ビーコン周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を生成する報知信号生成手段、
　周辺局から受信した報知信号を解析する報知信号解析手段、
　周辺局から受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、該周辺局との間でビーコン
周期の先頭位置の同期、並びにビーコン周期の同期を調整する同期処理手段、
　所定のスキャン周期毎に前記報知信号の受信動作を行なうスキャン動作手段、
として機能させ、
　前記同期処理手段は受信した報知信号を基にビーコン周期の先頭位置の誤差を検出し、
前記スキャン動作手段はビーコン周期の先頭位置の誤差が所定の閾値よりも小さいときに
は前記スキャン周期を大きくしていく、
コンピュータ・プログラム。
【請求項１６】
　前記スキャン動作手段は、周辺局との間でフレームの先頭位置の誤差が所定の閾値を超
えるときには、スキャン周期を短くする、
請求項１５に記載のコンピュータ・プログラム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ Ａｒｅａ Ｎｅｔｗｏｒｋ）のように複数の無線局
間で相互に通信を行なう無線通信システム、無線通信装置及び無線通信方法、並びにコン
ピュータ・プログラムに係り、特に、通信局同士が直接通信（ランダム・アクセス）を行
なうことにより無線ネットワークが運営される無線通信システム、無線通信装置及び無線
通信方法、並びにコンピュータ・プログラムに関する。
【０００２】
　さらに詳しくは、本発明は、制御局と被制御局の関係を特に設けないで各通信局が自律
分散的にネットワーク動作を行なう無線通信システム、無線通信装置及び無線通信方法、
並びにコンピュータ・プログラムに係り、特に、各通信局が等しいフレーム間隔を以って
同期しながら自律的に動作する無線通信システム、無線通信装置及び無線通信方法、並び
にコンピュータ・プログラムに関する。
【背景技術】
【０００３】
　無線ネットワークに関する標準的な規格として、ＩＥＥＥ（Ｔｈｅ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔ
ｅ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒ
ｓ）８０２．１１（例えば、非特許文献１を参照のこと）や、ＨｉｐｅｒＬＡＮ／２（例
えば、非特許文献２又は非特許文献３を参照のこと）やＩＥＥＥ８０２．１５．３、Ｂｌ
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ｕｅｔｏｏｔｈ通信などを挙げることができる。ＩＥＥＥ８０２．１１規格については、
無線通信方式や使用する周波数帯域の違いなどにより、ＩＥＥＥ８０２．１１ａ（例えば
、非特許文献４を参照のこと），ｂ，ｇといった拡張規格が存在する。
【０００４】
　一般的には、無線技術を用いてローカル・エリア・ネットワークを構成するために、エ
リア内に「アクセス・ポイント」又は「コーディネータ」と呼ばれる制御局となる装置を
１台設けて、この制御局の統括的な制御下でネットワークを形成する方法が用いられてい
る。アクセス・ポイントを配置した無線ネットワークでは、ある通信装置から情報伝送を
行なう場合に、まずその情報伝送に必要な帯域をアクセス・ポイントに予約して、他の通
信装置における情報伝送と衝突が生じないように伝送路の利用を行なうという、帯域予約
に基づくアクセス制御方法が広く採用されている。
【０００５】
　ところが、アクセス・ポイントが存在する無線通信システムで、送信側と受信側の通信
装置間で非同期通信を行なう場合には、必ずアクセス・ポイントを介した無線通信が必要
になるため、伝送路の利用効率が半減してしまうという問題がある。
【０００６】
　これに対し、無線ネットワークを構成する他の方法として、端末同士が直接非同期的に
無線通信を行なう「アドホック（Ａｄ－ｈｏｃ）通信」が考案されている。アドホック型
無線通信システムには中央制御局が存在しないので、例えば家庭用電気機器からなるホー
ム・ネットワークを構成するのに適している。アドホック・ネットワークには、１台が故
障又は電源オフになってもルーティングを自動的に変更するのでネットワークが破綻しに
くい、移動局間でパケットを複数回ホップさせることにより高速データレートを保ったま
まで比較的遠くまでデータを伝送することができる、といった特徴がある。アドホック・
システムにはいろいろな開発事例が知られている（例えば、非特許文献５を参照のこと）
。
【０００７】
　例えば、ＩＥＥＥ８０２．１１系の無線ＬＡＮシステムでは、ＩＥＥＥ８０２．１１に
おけるネットワーキングは、アクセス・ポイント（Ａｃｃｅｓｓ Ｐｏｉｎｔ：制御局）
のようなマスタが存在する「インフラ・モード」で定義されるＢＳＳ（Ｂａｓｉｃ Ｓｅ
ｒｖｉｃｅ Ｓｅｔ）と、複数のＭＴ（Ｍｏｂｉｌｅ Ｔｅｒｍｉｎａｌ：移動局）のみに
より構成される「アドホック・モード」で定義されるＩＢＳＳ（Ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔ
 ＢＳＳ）の２種類で構成される。
【０００８】
　インフラ・モードのＢＳＳにおいては、無線通信システム内にコーディネイションを行
なうアクセス・ポイントが必須である。すなわち、アクセス・ポイントは適当な時間間隔
でビーコンと呼ばれる制御信号を送信し、このビーコンを受信可能である移動局はアクセ
ス・ポイントが近隣に存在することを認識し、さらにアクセス・ポイントとの間でコネク
ション確立を行なうことで、自局周辺で電波の到達する範囲をＢＳＳとしてまとめ、いわ
ゆるセルラ・システムで言うところの「セル」を構成する。
【０００９】
　また、アクセス・ポイント周辺の移動局は、ビーコンを受信し、内部のＴＢＴＴ（ビー
コン送信タイミング）フィールドをデコードすることにより次回のビーコン送信時刻を認
識することが可能であるから、場合によっては（受信の必要がない場合には）、次回ある
いは複数回先のＴＢＴＴまで受信機の電源を落としスリープ状態（後述）に入ることもあ
る。
【００１０】
　これに対し、アドホック・モードのＩＢＳＳにおいては、移動局は複数の移動局同士で
ネゴシエーションを行なった後に自律的にＩＢＳＳを定義する。ＩＢＳＳが定義されると
、移動局群は、ネゴシエーションの末に、一定間隔毎にＴＢＴＴを定める。各移動局は自
局内のクロックを参照することによりＴＢＴＴが到来したことを認識すると、ランダム時
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間の遅延の後、未だ誰もビーコンを送信していないと認識した場合にはビーコンを送信す
る。また、アドホック・モード時のＩＢＳＳにおいても、移動局は必要に応じて送受信機
の電源を落とすスリープ状態に入ることがある。
【００１１】
　また、ＩＥＥＥ８０２．１１におけるネットワーキングでは、パワーセーブ・モードも
備えている。パワーセーブ・モード下の通信局は、数回に一度のビーコンのみを受信し、
その他の時間帯では送受信を行なわず、極力消費電力を抑えている。パワーセーブ・モー
ドの通信局宛てのパケットはアクセス・ポイントに蓄積され、ビーコンにおいてバッファ
されたパケットが存在する旨が通信局に伝えられる。ビーコン受信により自分宛てのパケ
ットの存在を知らされた端末は、受け取る旨をアクセス・ポイントに伝え、トラフィック
が受信される。
【００１２】
【非特許文献１】Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｓｔａｎｄａｒｄ ＩＳＯ／ＩＥＣ ８８
０２－１１：１９９９（Ｅ） ＡＮＳＩ／ＩＥＥＥ Ｓｔｄ ８０２．１１， １９９９　Ｅ
ｄｉｔｉｏｎ， Ｐａｒｔ１１：Ｗｉｒｅｌｅｓｓ ＬＡＮ Ｍｅｄｉｕｍ Ａｃｃｅｓｓ 
Ｃｏｎｔｒｏｌ（ＭＡＣ） ａｎｄ Ｐｈｙｓｉｃａｌ Ｌａｙｅｒ（ＰＨＹ） Ｓｐｅｃｉ
ｆｉｃａｔｉｏｎｓ
【非特許文献２】ＥＴＳＩ Ｓｔａｎｄａｒｄ ＥＴＳＩ ＴＳ １０１ ７６１－１ Ｖ１．
３．１ Ｂｒｏａｄｂａｎｄ Ｒａｄｉｏ Ａｃｃｅｓｓ Ｎｅｔｗｏｒｋｓ（ＢＲＡＮ）；
 ＨＩＰＥＲＬＡＮ Ｔｙｐｅ ２； Ｄａｔａ Ｌｉｎｋ Ｃｏｎｔｒｏｌ（ＤＬＣ） Ｌａ
ｙｅｒ； Ｐａｒｔ１： Ｂａｓｉｃ Ｄａｔａ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｆｕｎｃｔｉｏｎｓ
【非特許文献３】ＥＴＳＩ ＴＳ １０１ ７６１－２ Ｖ１．３．１ Ｂｒｏａｄｂａｎｄ 
Ｒａｄｉｏ Ａｃｃｅｓｓ Ｎｅｔｗｏｒｋｓ（ＢＲＡＮ）； ＨＩＰＥＲＬＡＮ Ｔｙｐｅ
 ２； Ｄａｔａ Ｌｉｎｋ Ｃｏｎｔｒｏｌ（ＤＬＣ） Ｌａｙｅｒ； Ｐａｒｔ２： Ｒａ
ｄｉｏ Ｌｉｎｋ Ｃｏｎｔｒｏｌ（ＲＬＣ） ｓｕｂｌａｙｅｒ
【非特許文献４】Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔ　ｔｏ　ＩＥＥＥ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｆｏｒ　
Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ－Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ
ｓ　ａｎｄ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｅｘｃｈａｎｇｅ　ｂｅｔｗｅｅｎ　ｓｙｓｔｅ
ｍｓ－Ｌｏｃａｌ　ａｎｄ　ｍｅｔｒｏｐｏｌｉｔａｎ　ａｒｅａ　ｎｅｔｗｏｒｋｓ－
Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｒｅｑｕｉｒｅｍｅｎｔｓ－Ｐａｒｔ　１１：　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　
ＬＡＮ　Ｍｅｄｉｕｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｏｎｔｒｏｌ（ＭＡＣ）　ａｎｄ　Ｐｈｙｓｉ
ｃａｌ　Ｌａｙｅｒ（ＰＨＹ）　ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎｓ：　Ｈｉｇｈ－ｓｐｅｅ
ｄ　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｌａｙｅｒ　ｉｎ　ｔｈｅ　５ＧＨＺ　Ｂａｎｄ
【非特許文献５】Ｃ．Ｋ．Ｔｈｏ著“Ａｄ Ｈｏｃ Ｍｏｂｉｌｅ Ｗｉｒｅｌｅｓｓ Ｎｅ
ｔｗｏｒｋ”（Ｐｒｅｎｔｉｃｅ Ｈａｌｌ ＰＴＲ社刊）
【非特許文献６】ＩＥＥＥ Ｓｔｄ ８０２．１１，１９９９ Ｅｄｉｔｉｏｎ（Ｗｉｒｅ
ｌｅｓｓ ＬＡＮ Ｍｅｄｉｕｍ Ａｃｃｅｓｓ Ｃｏｎｔｒｏｌ ａｎｄ Ｐｈｙｓｉｃａｌ
 Ｌａｙｅｒ Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　１１．１　Ｓｙｎｃｈｒｏｎｉｚａｔｉｏｎ
 Ｐ１２３－Ｐ１２８）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　上述したように、制御局を特に配置しない自律分散型の無線通信システムでは、各通信
局はチャネル上で周期的にビーコン情報を報知することにより、近隣（すなわち通信可能
範囲内）の他の通信局に自己の存在を知らしめるとともに、ネットワーク構成を通知する
。通信局は伝送フレーム周期の先頭でビーコンを送信するので、伝送フレーム周期はビー
コン間隔によって定義される。また、各通信局は、伝送フレーム周期に相当する期間だけ
チャネル上をスキャン動作することにより、周辺局から送信されるビーコン信号を発見し
、ビーコンに記載されている情報を解読することによりネットワーク構成を知る（又はネ
ットワークに参入する）ことができる。
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【００１４】
　このような無線通信システムでは、各通信局において周辺局との時間の同期を確保しな
がら、上述のようなビーコン情報の報知やビーコン情報の管理などを周期的に行なう必要
がある。また、各通信局がフレーム周期内で優先利用期間を設定するなど時間同期をベー
スにしたアクセス方式においては、時間の同期確保は極めて重要な問題である。
【００１５】
　従来の時間同期が必要となる無線通信システムの多くは、制御局の介在により、各通信
局がそれぞれ制御局と時間の同期を確保し、同一ネットワークに存在する各通信局間の時
間の同期を確保することが可能である。
【００１６】
　これに対し、制御局と被制御局の関係を特に設けない自律分散型の無線通信システムで
は、制御局となる通信局が存在しないことから、従来のような時間同期を確保する方法は
適用することができない。
【００１７】
　また、アクセス・ポイントなどを経由して通信が行なわれるインフラストラクチャ通信
と比較して各通信局の処理が大きいアドホック通信では、処理が増大することは好ましく
ない。このことから、自律分散型の通信システムでは、比較的単純な処理で各通信局間と
の時間同期が確保できる技術が必要である。
【００１８】
　例えばＩＥＥＥ８０２．１１では、ビーコン送信局が自局の送信時刻を記載したタイム
スタンプ情報をビーコンに含めて報知することを利用したクロック同期方法が採用されて
いる（例えば、非特許文献６を参照のこと）。この場合、ビーコンを受信した通信局は、
インフラストラクション・モードの場合には自局の時刻をタイムスタンプと同じ値に調整
し、アドホック・モードの場合にはタイムスタンプの値が自局の時刻よりも遅れている場
合に、タイムスタンプと同じ値に調整する。このようにして、常時クロック誤差を測定し
て時刻調整して同期する。
【００１９】
　ここで、クロックの同期を獲得するには、通信局同士で基準となる時刻の位置ずれを補
正すること以外に、時刻の進む速さ（すなわちクロックの周期）の同期をとる必要がある
。しかしながら、タイムスタンプ情報を利用したクロック同期方法では、前者の時刻の同
期合わせしか行なうことができない。
【００２０】
　クロックの精度が十分でない場合、例えば、パワーセーブ・モード下の通信局がスリー
プ状態でいる期間が長く、あまりに長い間ビーコンを受信せずにいると、通信局間の時刻
のずれが許容値を超えて大きくなってしまう。このため、パワーセーブ・モードでもスリ
ープ状態を継続することが許容される期間がクロックの精度により制限されてしまう、と
いう問題が生じる。
【００２１】
　本発明は、上述したような技術的課題を鑑みたものであり、その主な目的は、特定の制
御局を配置せずに各通信局が自律分散的にネットワーク動作を行なうことができる、優れ
た無線通信システム、無線通信装置及び無線通信方法、並びにコンピュータ・プログラム
を提供することにある。
【００２２】
　本発明のさらなる目的は、各通信局が等しいフレーム間隔を以って同期しながら自律的
に動作することができる、優れた無線通信システム、無線通信装置及び無線通信方法、並
びにコンピュータ・プログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　本発明は、上記課題を参酌してなされたものであり、その第１の側面は、各通信局が所
定のフレーム周期を以って動作する無線通信システムであって、
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　第１の通信局はフレーム周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を送信し、
　第２の通信局は、受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、前記第１の通信局と
のフレーム周期の先頭位置の同期をとるとともに、フレーム周期の同期をとる、
ことを特徴とする無線通信システムである。
【００２４】
　但し、ここで言う「システム」とは、複数の装置（又は特定の機能を実現する機能モジ
ュール）が論理的に集合した物のことを言い、各装置や機能モジュールが単一の筐体内に
あるか否かは特に問わない。
【００２５】
　本発明に係る無線通信システムにおいては、コーディネータを特に配置しない。各通信
局はビーコン情報を報知することにより、近隣の他の通信局に自己の存在を知らしめると
ともに、ネットワーク構成を通知する。また、ある通信局の通信範囲に新規に参入する通
信局は、例えば、ビーコン信号を受信することにより、通信範囲に突入したことを検知す
るとともに、ビーコンに記載されている情報を解読することによりネットワーク構成を知
ることができる。
【００２６】
　このような場合、周辺に通信局がいない場合、通信局は適当なタイミングでビーコンを
送信し始めることができる。以降、通信範囲内に新規に参入する通信局は、既存のビーコ
ン配置と衝突しないように、自己のビーコン送信タイミングを設定する。このとき、各通
信局はビーコン送信の直後に優先利用領域を獲得することから、既存の通信局が設定した
ビーコン間隔のほぼ真中のタイミングで新規参入局のビーコン送信タイミングを順次設定
していくというアルゴリズムに従って、ビーコン配置が行なわれる。
【００２７】
　ところが、このような自律分散型の無線通信システムでは、各通信局において周辺局と
の時間の同期を確保しながら、上述のようなビーコン情報の報知やビーコン情報の管理な
どを周期的に行なう必要がある。また、各通信局がフレーム周期内で優先利用期間ＴＰＰ
を設定するなど時間同期をベースにしたアクセス方式においては、時間の同期確保は極め
て重要な問題である。
【００２８】
　また、スリープ・モードを備え、定期的な受信動作を行なう無線ネットワーク・システ
ムでは、クロックの精度が十分でない場合には、スリープ状態を継続することが許容され
る期間がクロックの精度により制限されてしまうという問題がある。
【００２９】
　そこで、本発明では、クロックの同期獲得には、通信局同士で基準となる時刻の先頭位
置の位置ずれの補正と、時刻の進む速さ（すなわち、クロックの周期）の同期化という２
通りの同期処理を行なうようにしている。すなわち、通信局は、受信パケットから測定さ
れたクロック誤差を用い、ビーコンの送受信時刻を刻むカウンタを同期させるとともに、
クロックの周期のずれも調整して、周辺局との同期とる。
【００３０】
　したがって、基準クロックの精度が十分でない通信局であっても、スリープ状態から復
帰したときに周辺局との同期が可能であり、スリープ状態を継続できる期間をクロックの
精度に拘わらず長くすることができる。また、異常な値に対して誤って同期動作をしてし
まうことにより同期が外れてしまうことを防ぐことができる。
【００３１】
　各通信局は、基本クロックを生成するクロック発生器を備えており、このクロックをカ
ウントすることでフレーム周期を計測することができる。このような場合、前記第２の通
信局は、前記第１の通信局とのフレーム周期の先頭位置の誤差をクロックのカウント誤差
αとして計測し、カウント値をαだけ減じることによりフレーム周期の先頭位置の同期を
とることができる。また、１フレームのカウント周期をαだけ伸張することによりフレー
ム周期の同期をとることができる。
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【００３２】
　ここで、同じ系に３台以上の通信局が存在する場合などで、通信局が周辺局からのビー
コン受信により得られたクロック誤差が突然に大きくなった場合には、このビーコン送信
局側でもクロック同期処理のために時刻のシフトが行なわれた直後である可能性がある。
【００３３】
　そこで、通信局は、フレーム周期の先頭位置のカウント誤差が許容範囲外の大きな値と
なるときには周期の変更をしないようにしてもよい。これによって、誤った周期への変更
防止、クロック変動への耐性、緩やかな周期変動によるクロック同期動作の安定性が実現
できる。
【００３４】
　また、本発明に係る無線通信システムは、スリープ・モードを採用することができ、各
通信局は適宜スリープ状態に陥ることができる。スリープ・モードを採用する場合、通信
局は、所定のウェイクアップ周期（又はスキャン周期）毎にアクティブ状態に復帰し、ス
キャン動作を行なうことで周辺局からのビーコンを受信し、同期処理を行なう。
【００３５】
　このような場合、通信局は、過渡的なフレーム周期の同期動作として、定期的な受信動
作すなわちスキャン動作の間隔を、最初のうちは小さくしてフレーム周期の同期を行なう
。そして、周辺局との間でフレームの先頭位置の誤差が十分小さくなったら、このスキャ
ン周期を長くしていき、再度フレーム周期の同期をする動作を繰り返していく。最終的に
は、定常状態の長いスキャン周期においても、通信局間でフレーム周期の同期を保つこと
ができる。
【００３６】
　また、スキャン周期が短ければ、同じクロック精度でも、測定されるフレーム周期の先
頭位置のカウント誤差は小さい。その結果、フレーム周期の先頭位置のカウント誤差が許
容範囲外の大きな値となるときには周期の変更をしないという上記ルールに従いながら、
フレーム周期の調整を好適に行なうことができる。
【００３７】
　一方、通信局は、周辺局との間でフレームの先頭位置の誤差が所定の閾値を超えるとき
には、スキャン周期を短くし、フレーム先頭位置の同期をとる。但し、ビーコン送信局側
でもクロック同期処理のために時刻のシフトが行なわれた直後であるなど、フレーム周期
のずれ以外の原因によりフレーム周期のずれが発生している可能性があるので、クロック
周期の同期化は行なわない。
【００３８】
　また、スキャン周期を短くするその他のトリガとして、新規ビーコンの受信やアソシエ
ーション要求などにより新規参入局を認識した場合や、ビーコン又は送信パケットにクロ
ック周期の変更を示すフラグを設け、受信したビーコン又は受信パケットでそのフラグが
立っていることなども考えられる。
【００３９】
　ビーコン送信局側においてクロック同期処理のために時刻のシフトが行なわれた直後に
は、ビーコン受信により得られたクロック誤差が突然に大きくなる可能性がある。そこで
、前記第１の通信局は、同期処理直後のビーコン又は送信パケットにクロック周期の変更
を示すフラグを設け、この可能性を通知するようにしてもよい。フレーム先頭位置を大き
く変更した場合には、システムの最大スキャン周期の間、このフラグを立てて送信する。
そして、前記第２の通信局は、前記フラグ付の報知信号を受信したときには、フレーム周
期の先頭位置の誤差が所定の閾値を越えるときには、前記第１の通信局とのフレーム周期
の先頭位置の同期をとるが、フレーム周期の同期処理は行なわない。
【００４０】
　また、新規に参入してきたビーコンの基準時刻と、既に存在したネットワークの基準時
刻は一致していないので、初回のビーコン受信時にはこのずれ分がクロック誤差として検
出される。そこで、新規参入端末の初回のビーコンから見積もられるクロック誤差の値を
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用いては、クロック周期の補正は行なわないようにすることで、誤ったクロック周期変更
を防ぐことができる。
【００４１】
　また、本発明の第２の側面は、周期的に報知信号が送信される無線通信環境下で通信す
るための処理をコンピュータ・システム上で実行するようにコンピュータ可読形式で記述
されたコンピュータ・プログラムであって、
　クロック周期に関する時刻情報を含んだ報知信号を生成する報知信号生成ステップと、
　周辺局から受信した報知信号を解析する報知信号解析ステップと、
　周辺局から受信した報知信号から得られる時刻情報を基に、該周辺局との間でクロック
周期の先頭位置の同期、並びにフレーム周期の同期を調整する同期処理ステップと、
を具備することを特徴とするコンピュータ・プログラムである。
【００４２】
　本発明の第２の側面に係るコンピュータ・プログラムは、コンピュータ・システム上で
所定の処理を実現するようにコンピュータ可読形式で記述されたコンピュータ・プログラ
ムを定義したものである。換言すれば、本発明の第２の側面に係るコンピュータ・プログ
ラムをコンピュータ・システムにインストールすることによってコンピュータ・システム
上では協働的作用が発揮され、無線通信装置として動作する。このような無線通信装置を
複数起動して無線ネットワークを構築することによって、本発明の第１の側面に係る無線
通信システムと同様の作用効果を得ることができる。
【発明の効果】
【００４３】
　本発明によれば、各通信局が等しいフレーム間隔を以って同期しながら自律的に動作す
ることができる、優れた無線通信システム、無線通信装置及び無線通信方法、並びにコン
ピュータ・プログラムを提供することができる。
【００４４】
　本発明によれば、クロック周期の同期が可能になるため、スリープ動作などで一定期間
クロック同期をしていない通信局であっても、他局との同期を容易に保つことができる。
また、スリープ状態を継続できる期間をクロックの精度に拘わらず長くすることができる
。
【００４５】
　また、本発明によれば、通信局は、クロック周期は保ったままで、時刻をシフトするこ
とができる。また、通信局は、瞬時的な周期の変化に追従して誤った周期に設定してしま
うことを防ぐことができる。
【００４６】
　また、本発明によれば、通信局は、クロック精度が十分でない場合であっても、クロッ
ク周期の同期を可能にするとともに、長いウェイクアップ周期でも同期を保つことを可能
にする。また、必要以上にスキャン頻度を高くすることがないため、通信局は低消費電力
を実現することができる。
【００４７】
　また、本発明によれば、通信局は時刻を調整したことで一時的にビーコン周期が変動す
ることがあるが、このような通信局からのビーコンを受信した隣接局が誤ってクロック周
期を変えてしまうことを防止できる。
【００４８】
　また、本発明によれば、新規に通信局が参入してきた場合に、既存の通信局が誤ったク
ロック周期に変更してしまいクロック同期が外れてしまう現象を防ぐことができる。
【００４９】
　本発明のさらに他の目的、特徴や利点は、後述する本発明の実施形態や添付する図面に
基づくより詳細な説明によって明らかになるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５０】
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　以下、図面を参照しながら本発明の実施形態について詳解する。
【００５１】
　本発明において想定している通信の伝搬路は無線であり、複数の通信局間でネットワー
クを構築する。本発明で想定している通信は蓄積交換型のトラヒックであり、パケット単
位で情報が転送される。また、以下の説明では、各通信局は単一のチャネルを想定してい
るが、複数の周波数チャネルすなわちマルチチャネルからなる伝送媒体を用いた場合に拡
張することも可能である。
【００５２】
　本発明に係る無線ネットワークでは、緩やかな時分割多重アクセス構造を持った伝送（
ＭＡＣ）フレームによりチャネル・リソースを効果的に利用した伝送制御が行なわれる。
また、各通信局は、ＣＳＭＡ（Ｃａｒｒｉｅｒ Ｓｅｎｓｅ Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅ
ｓｓ：キャリア検出多重接続）に基づくアクセス手順に従い直接非同期的に情報を伝送し
、自律分散型の無線ネットワークを構築することができる。本発明の一実施形態では、例
えば、ＩＥＥＥ８０２．１１の拡張規格であるＩＥＥＥ８０２．１１ａに通信環境を想定
している。
【００５３】
　このように制御局と被制御局の関係を特に設けない無線通信システムでは、各通信局は
ビーコン情報を報知することにより、近隣（すなわち通信範囲内）の他の通信局に自己の
存在を知らしめるとともに、ネットワーク構成を通知する。また、ある通信局の通信範囲
に新規に参入する通信局は、ビーコン信号を受信することにより、通信範囲に突入したこ
とを検知するとともに、ビーコンに記載されている情報を解読することによりネットワー
ク構成を知ることができる。
【００５４】
　以下に説明する各通信局での処理は、基本的にはネットワークに参入するすべての通信
局で実行される処理である。但し、場合によっては、ネットワークを構成するすべての通
信局が、以下に説明する処理を実行するとは限らない。
【００５５】
Ａ．装置構成
　図１には、本発明の一実施形態に係る無線ネットワークにおいて通信局として動作する
無線通信装置の機能構成を模式的に示している。図示の無線通信装置１００は、同じ無線
システム内では効果的にチャネル・アクセスを行なうことにより、衝突を回避しながらネ
ットワークを形成することができる。
【００５６】
　図示の通り、無線通信装置１００は、インターフェース１０１と、データ・バッファ１
０２と、中央制御部１０３と、送信データ生成部１０４と、無線送信部１０６と、タイミ
ング制御部１０７と、アンテナ１０９と、無線受信部１１０と、受信データ解析部１１２
と、情報記憶部１１３と、クロック発生器１１４とで構成される。
【００５７】
　インターフェース１０１は、この無線通信装置１００に接続される外部機器（例えば、
パーソナル・コンピュータ（図示しない）など）との間で各種情報の交換を行なう。
【００５８】
　データ・バッファ１０２は、インターフェース１０１経由で接続される機器から送られ
てきたデータや、無線伝送路経由で受信したデータをインターフェース１０１経由で送出
する前に一時的に格納しておくために使用される。
【００５９】
　中央制御部１０３は、無線通信装置１００における一連の情報送信並びに受信処理の管
理と伝送路のアクセス制御を一元的に行なう。基本的には、ＣＳＭＡ手順に基づき、伝送
路の状態を監視しながらランダム時間にわたりバックオフのタイマーを動作させ、この間
に送信信号が存在しない場合に送信権を獲得するというアクセス制御を行なう。
【００６０】
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　中央制御部１０３は、クロック発生器１１４から供給される基準クロックに基づいて動
作する。例えば、基準クロックをカウントアップするカウンタを備え、ネットワーク動作
の基本となるフレーム周期を獲得する。さらに本実施形態では、中央制御部１０３は、通
信局同士でのクロックの同期処理を実行する。ここで行なわれるクロックの同期方法には
、通信局同士で基準となる時刻の位置ずれの補正と、時刻の進む速さ（すなわちクロック
の周期）の同期化の２つが含まれる。
【００６１】
　送信データ生成部１０４は、自局から周辺局宛てに送信されるパケット信号やビーコン
信号を生成する。ここで言うパケットには、データ・パケットの他、受信先の通信局の送
信要求パケットＲＴＳや、ＲＴＳに対する確認応答パケットＣＴＳ、ＡＣＫパケットなど
が挙げられる。例えばデータ・パケットは、データ・バッファ１０２に蓄積されている送
信データを所定長だけ切り出し、これをペイロードとしてパケットが生成される。また、
ビーコンには、送信時のカウンタ値が記載される。
【００６２】
　無線送信部１０６は、送信信号をＯＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ Ｆｒｅｑｕｅｎｃ
ｙ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ：直交周波数分割多重）など所定の変調
方式で変調する変調器や、デジタル送信信号をアナログ信号に変換するＤ／Ａ変換器、ア
ナログ送信信号を周波数変換してアップコンバートするアップコンバータ、アップコンバ
ートされた送信信号の電力を増幅するパワーアンプ（ＰＡ）など（いずれも図示しない）
を含み、所定の伝送レートにて、伝送レートにてパケット信号の無線送信処理を行なう。
【００６３】
　無線受信部１１０は、アンテナ１０９を介して他局から受信した信号を電圧増幅する低
雑音アンプ（ＬＮＡ）や、電圧増幅された受信信号を周波数変換によりダウンコンバート
するダウンコンバータ、自動利得制御器（ＡＧＣ）、アナログ受信信号をデジタル変換す
るＡ／Ｄ変換器、同期獲得のための同期処理、チャネル推定、ＯＦＤＭなどの復調方式に
より復調処理する復調器など（いずれも図示しない）で構成される。
【００６４】
　アンテナ１０９は、他の無線通信装置宛てに信号を所定の周波数チャネル上で無線送信
し、あるいは他の無線通信装置から送られる信号を収集する。本実施形態では、単一のア
ンテナを備え、送受信をともに並行しては行なえないものとする。
【００６５】
　タイミング制御部１０７は、無線信号を送信並びに受信するためのタイミングの制御を
行なう。例えば、自己のパケット送信タイミングやＲＴＳ／ＣＴＳ方式に則った各パケッ
ト（ＲＴＳ、ＣＴＳ、データ、ＡＣＫなど）の送信タイミングの制御や、ビーコンの送受
信などのタイミング制御を行なう。
【００６６】
　受信データ解析部１１２は、他局から受信できたパケット信号（ＲＴＳ、ＣＴＳ信号の
解析を含む）や、ビーコン信号を解析する。例えば、クロックの同期処理のため、ビーコ
ン信号に記載されているビーコン送信時のカウンタ値を抽出する。
【００６７】
　情報記憶部１１３は、中央制御部１０３において実行される一連のアクセス制御動作な
どの実行手順命令プログラムや、受信したパケットやビーコンの解析結果から得られる情
報などを蓄えておく。
【００６８】
Ｂ．ビーコン情報の交換に基づく自律分散ネットワークの構築
　本実施形態に係る自律分散型ネットワークでは、各通信局は、所定のチャネル上で所定
の時間間隔でビーコン情報を報知することにより、近隣（すなわち通信範囲内）の他の通
信局に自己の存在を知らしめるとともに、ネットワーク構成を通知する。ビーコンを送信
する伝送フレーム周期のことを、ここでは「スーパーフレーム（Ｓｕｐｅｒ　Ｆｒａｍｅ
）」と定義し、１スーパーフレームを例えば４０ミリ秒とする。
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【００６９】
　新規に参入する通信局は、スキャン動作により周辺局からのビーコン信号を聞きながら
、通信範囲に突入したことを検知するとともに、ビーコンに記載されている情報を解読す
ることによりネットワーク構成を知ることができる。そして、ビーコンの受信タイミング
と緩やかに同期しながら、周辺局からビーコンが送信されていないタイミングに自局のビ
ーコン送信タイミングを設定する。
【００７０】
　図２には、本発明の一実施形態に係る自律分散型ネットワークの構成を模式的に示して
いる。図示のネットワークは、通信装置＃１から通信装置＃７のように、複数の無線通信
装置が空間上に配置され、近隣に存在する通信装置とは直接通信を行なうことができる。
【００７１】
　ここで、通信装置＃１は、その電波到達範囲１１（＃１を中心とした楕円の破線内）に
ある近隣の通信装置＃２、＃３、＃４と直接通信ができるが、その範囲外の通信装置＃５
、＃６、＃７とは直接通信ができない。また、通信装置＃２は、近隣にある通信装置＃１
、＃４と直接通信ができるが、その他の通信装置＃３、＃５、＃６、＃７とは直接通信が
できない。また、通信装置＃３は、近隣にある通信装置＃１、＃６、＃７と直接通信がで
きるが、その他の通信装置＃２、＃４、＃５とは直接通信ができない。また、通信装置＃
４は、近隣にある通信装置＃１、＃２、＃５と直接通信ができるが、その他の通信装置＃
３、＃６、＃７とは直接通信ができない。また、通信装置＃５は、近隣にある通信装置＃
４とのみ直接通信ができるが、その他の通信装置＃１、＃２、＃３、＃６、＃７とは直接
通信ができない。また、通信装置＃６は、近隣にある通信装置＃３とのみ直接通信ができ
るが、その他の通信装置＃１、＃２、＃４、＃５、＃７とは直接通信ができない。また、
通信装置＃７は、近隣にある通信装置＃３とのみ直接通信ができるが、その他の通信装置
、＃１、＃２、＃４、＃５、＃６とは直接通信ができない。
【００７２】
　このように制御局を特に配置しない自律分散型の無線通信システムでは、各通信局はチ
ャネル上でビーコン情報を報知することにより、近隣（すなわち通信範囲内）の他の通信
局に自己の存在を知らしめるとともに、ネットワーク構成を通知する。通信局は伝送フレ
ーム周期の先頭でビーコンを送信するので、伝送フレーム周期はビーコン間隔によって定
義される。
【００７３】
　また、各通信局は、伝送フレーム周期に相当する期間だけチャネル上をスキャン動作す
ることにより、周辺局から送信されるビーコン信号を発見し、ビーコンに記載されている
情報を解読することによりネットワーク構成を知ることができる。本明細書ではビーコン
送信周期のことを、「スーパーフレーム（Ｔ＿ＳＦ）」と定義する。
【００７４】
　各通信局は、自局のビーコン送信タイミングをスーパーフレームの先頭位置とする。言
い換えれば、各通信局は独自にスーパーフレーム構成を設定し、近隣局のスーパーフレー
ム構成とは開始タイミングが重ならないように設定する。
【００７５】
　本実施形態に係る自律分散型ネットワークにおいて、スーパーフレーム内で各通信局が
ビーコン送信を行なう手順について、図３を参照しながら説明する。
【００７６】
　図示の例では、無線通信装置＃１は、近隣にある通信装置＃２、＃３、＃４のビーコン
信号（Ｎ２、Ｎ３、Ｎ４）を受信し、それらのビーコン信号と重ならないタイミングで自
身のビーコン信号（Ｂ１）を送信して、次のビーコン信号送信タイミング（Ｂ１'）まで
の周期を自己のスーパーフレーム周期を設定する。
【００７７】
　また、通信装置＃２は近隣にある通信装置＃１、＃４のビーコン信号（Ｎ１、Ｎ４）を
受信でき、通信装置＃３はその近隣にある通信装置＃１、＃６、＃７のビーコン信号（Ｎ



(14) JP 4577019 B2 2010.11.10

10

20

30

40

50

１、Ｎ６、Ｎ７）を受信でき、通信装置＃４はその近隣にある通信装置＃１、＃２、＃５
のビーコン信号（Ｎ１、Ｎ２、Ｎ５）を受信でき、通信装置＃５はその近隣にある通信装
置＃４のビーコン信号（Ｎ４）を受信でき、通信装置＃６はその近隣にある通信装置＃３
、のビーコン信号（Ｎ３）を受信でき、通信装置＃７はその近隣にある通信装置＃３のビ
ーコン信号（Ｎ３）を受信できる。
【００７８】
　以降、通信範囲内に新規に参入する通信局は、既存のビーコン配置と衝突しないように
、自己のビーコン送信タイミングを設定する。
【００７９】
　図４には、本実施形態に係る自律分散型ネットワークにおいて、通信局毎に管理される
スーパーフレームの内部構成を模式的に示している。各通信局はビーコン送信によって自
己のスーパーフレームを定義されており、以下では、そのスーパーフレーム内の利用方法
について説明する。
【００８０】
　スーパーフレーム周期（Ｓｕｐｅｒｆｒａｍｅ Ｄｕｒａｔｉｏｎ）は、各通信局が自
己のビーコン送信（Ｂｅａｃｏｎ）によって定義し、このビーコン送信タイミングを基準
にして、ビーコン相対位置毎に、さらに細分化されたビーコン相対位置として管理が行な
われる。図示の例では、１スーパーフレームが６４等分され、０～６３という６４個の相
対位置すなわちスロットが配設されている。
【００８１】
　ここで、先頭ビーコン相対位置（位置番号：０）では、ビーコンの送信に続いて、自己
の優先利用領域（ＴＰＰ：Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ Ｐｒｉｏｒｉｔｉｚｅｄ Ｐｅｒｉ
ｏｄ）が設定されている。この優先利用領域ＴＰＰでは、その無線通信装置が動作状態と
なり、自己からのメッセージ送信や、自己宛てのメッセージの受信が行なわれる。
【００８２】
　さらに、ビーコン相対位置：０以外の場所（位置番号１～６３）は、競合利用領域（Ｃ
ＡＰ：Ｃｏｎｔｅｎｔｉｏｎ Ａｃｃｅｓｓ Ｐｅｒｉｏｄ）として設定され、通信の需要
がある場合に、隣接する無線通信装置の間で必要に応じて利用される。
【００８３】
　また、優先利用領域ＴＰＰとして設定された領域でも、所定の通信が終了した場合、あ
るいは通信が行なわれない場合には優先利用領域ＴＰＰが終了し、自動的に競合利用領域
ＣＡＰとして、隣接局の間で必要に応じて利用される。あるいは、競合利用領域ＣＡＰの
一部を、自己の優先利用領域ＴＰＰとして設定し、特定の無線通信装置からの通信に優先
的に利用をする構成をとっても良い。
【００８４】
　本実施形態では、通信局は、スーパーフレームをスロット単位で扱い、周辺局における
帯域の利用状況に基づいて、自局が使用する通信帯域を設定する。
【００８５】
Ｃ．自律分散型ネットワークにおける時間同期の獲得
　上述したように、自律分散型の無線通信システムでは、各通信局は周期的にビーコン情
報を報知することにより、近隣の通信局に自己の存在を知らしめるとともに、ネットワー
ク構成を通知する。通信局はスーパーフレームの先頭でビーコンを送信するので、スーパ
ーフレームはビーコン間隔によって定義される。また、各通信局は、チャネル上をスキャ
ン動作することにより、周辺局のビーコン信号を発見し、ネットワークに参入することが
できる。
【００８６】
　このような自律分散型の無線通信システムでは、各通信局において周辺局との時間の同
期を確保しながら、上述のようなビーコン情報の報知やビーコン情報の管理などを周期的
に行なう必要がある。また、各通信局がフレーム周期内で優先利用期間ＴＰＰを設定する
など時間同期をベースにしたアクセス方式においては、時間の同期確保は極めて重要な問
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題である。
【００８７】
　また、スリープ・モードを備え、定期的な受信動作を行なう無線ネットワーク・システ
ムでは、クロックの精度が十分でない場合には、スリープ状態を継続することが許容され
る期間がクロックの精度により制限されてしまう、という問題が生じる。
【００８８】
　クロック（フレーム）の同期獲得には、通信局同士で基準となる時刻（フレーム周期）
の先頭位置のずれの補正と、時刻の進む速さ（すなわち、クロック若しくはフレームの周
期）の同期化の２つ意味が含まれる。なお、本発明の前提として、時刻（フレーム周期）
の先頭位置の誤差は、測定により検出することができるが、時刻の進む速さ（フレーム周
期）の同期がとれているかどうかは、測定によって検出できないものとする。以下に、ク
ロック（フレーム）の同期を獲得するための方法について幾つか提案する。
【００８９】
Ｃ－１．クロック（フレーム）同期方法（１）
　既に述べたように、本実施形態に係る自律分散型の通信システムでは、各通信局は、基
準クロックによりカウントアップされるカウンタを備え、定期的なビーコン送信時刻でリ
セットされる。また、ビーコン送信時のカウンタ値がビーコンに記載される。これにより
、通信局は、ビーコンを受信することにより、ビーコン送信元の通信局に対し、自局の時
刻の遅延量を把握することができる。
【００９０】
　図５には、ビーコンを送受信する通信局の間でクロック（フレーム）の同期をとる手順
を示している。同図では、ビーコン送信局からのビーコンをビーコン受信局側で受信して
から３つ目のビーコンまでの動作を示している。但し、各通信局は、動作の初期には、そ
れぞれの基準クロックを１００００００回だけカウントアップする期間を１スーパーフレ
ームとして取り扱うものとする。
【００９１】
　ビーコン送信局は、自局のカウンタが０に戻ったタイミングでビーコン信号を報知する
。一方、ビーコン受信局は、ビーコンを受信したことに応答して、ビーコン送信局のビー
コン送信時刻にカウンタを０にリセットすることにより、基準となる時刻の位置ずれが補
正され、通信局同士でカウンタが同期する。
【００９２】
　その後、各通信局はそれぞれの基準クロックを用いて１スーパーフレーム分の計時、す
なわちカウンタを０から９９９９９９までカウントアップする。そして、ビーコン送信局
は、自局のカウンタが０に戻ったタイミングでビーコン信号を報知する。
【００９３】
　ビーコン受信局側では、２回目のビーコン送信時刻には、カウンタが０に戻った後、既
に４０だけカウントアップが進んでいる。これは、ビーコン送信局のクロックを基準とし
た場合、ビーコン受信局のクロックは１スーパーフレーム毎に４０だけ多くカウントする
、すなわち＋４０ｐｐｍだけクロックが進んでいることを示している。
【００９４】
　従来のタイムスタンプ情報のみに基づいたクロック同期方法では、ビーコン受信局は、
ビーコンを受信する度にカウンタをリセットし時刻の位置ずれを補正し、時刻の同期をと
ることができる。しかしながら、ビーコン受信局がスリープ状態に入った期間はカウンタ
をリセットすることができなくなり、スーパーフレーム毎に時刻の位置ずれが加算されて
いく。このため、クロックの精度が十分でない場合には、スリープ状態を継続できる期間
が制限されてしまう。
【００９５】
　これに対し、本実施形態では、ビーコン受信局は、ビーコンを受信する度にカウンタを
リセットし時刻の位置ずれを補正するとともに、時刻の進む速さ、すなわちクロックの周
期の同期化を併せて行なう。具体的には、ビーコン受信局は、２回目のビーコン受信時に
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カウンタを４０から０にリセットする時点で、１スーパーフレーム毎に４０だけ多くカウ
ントする、すなわち＋４０ｐｐｍだけクロックが進んでいることを認識し、クロック周期
を４０／１００００００だけ長くする。この結果、ビーコン受信局は、０から１００００
３９カウントアップする期間を１スーパーフレームとして扱うことになり、３回目のビー
コン受信時にはビーコン送信局とのクロック（フレーム）同期を獲得することができる。
【００９６】
　本実施形態では、ビーコン受信局がカウンタをリセットするタイミングを４０カウント
だけ遅らせ、１００００３９までカウントしてからリセットしているが、これ以外にも、
クロック周期の補正を実現する方法は幾つか考えられる。例えば、ＰＬＬ（Ｐｈａｓｅ　
Ｌｏｃｋ　Ｌｏｏｐ）などを用いて直接クロックを長くする方法もその１つである。
【００９７】
　図６には、ビーコン送受信局間でクロック（フレーム）の同期をとるための処理手順を
フローチャートの形式で示している。
【００９８】
　通信局は、ビーコンを受信すると、クロック誤差（フレームの先頭位置の誤差）αを抽
出し（ステップＳ１）、ビーコン受信局は、１スーパーフレームを計時するクロック・カ
ウンタを－αだけ補正し（ステップＳ２）、時刻の先頭位置のずれの補正を行なう。
【００９９】
　さらに、ビーコン受信局は、１スーパーフレーム分のカウンタ周期をαだけ伸張するこ
とにより（ステップＳ３）、時刻の進む速さ、すなわちクロック（フレーム）の周期の同
期化を行なう。
【０１００】
　なお、図５並びに図６に示す例では、２台の通信局間でクロックの同期をとる方法に限
定して説明しており、この場合は、ビーコン送信局のクロックを基準とすることで処理が
実現される。これに対し、３台以上の通信局が存在し、２台以上の通信局がビーコンを送
信するシステムにおいては、いずれの通信局のクロックを基準とすべきかが問題となるこ
とがある。このため、例えば、クロックが進んでいる通信局がクロックの遅い通信局に合
わせるように同期処理を行なうようにしてもよい。この場合、ビーコンを受信した通信局
は、クロック誤差αが正となる場合のみ、時刻の位置ずれの補正（ステップＳ２）、及び
クロックの周期の同期化（ステップＳ４）を行なう。
【０１０１】
　図７には、カウンタ周期の伸張分を出力する回路の構成例を示している。
【０１０２】
　カウンタを１マイクロ秒毎にインクリメントするようにすることも可能であるが、実際
には、例えば１００マイクロ秒毎にインクリメントするような条件も十分に考えられる。
この場合、例えば３５マイクロ秒分の補正は０．３５カウント分になり、単位カウント数
に満たない。そこで、図７に示した構成の回路により、量子化誤差を軽減する。
【０１０３】
　同図に示す例では、理想補正カウント値入力は、小数点第２位までの精度を得るために
、乗算部１１において１００倍される。例えば０．３５カウントは３５になる。
【０１０４】
　この値は、量子化部１２で１００毎に量子化されて０になる。したがって、除算部１３
の出力は０である。しかし、ここで出力されなかった値は加算部１４で算出され、その値
３５は次回の入力値に合算される。その結果、次回の量子化前の値は７０になり、その次
の回には１０５になる。
【０１０５】
　１０５となった値は量子化部１２により量子化されて1カウント分になり出力される。
余った５はそれまでと同様に次回の入力値に合算される。
【０１０６】
　このようにして、量子化により１カウントに満たなかった部分は累積されるので、目標
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とするビーコン周期と実際の設定値との誤差を極力小さくすることができる。
【０１０７】
　なお、図５では、説明の便宜上、各通信局の同期処理においてスーパーフレームの先頭
位置とスーパーフレームの周期の双方について同期をとるように描いている。但し、すべ
ての通信局がビーコン信号を報知し、ビーコン間隔を以って各通信局が独自にスーパーフ
レームを定義するような自律分散型のシステムにおいては、スーパーフレームの周期は一
致するものの、スーパーフレームの先頭位置が揃うことはない。この場合、同図はスーパ
ーフレーム自体の先頭位置ではなく、スーパーフレームを構成するスロットの先頭位置の
同期をとることを表すものであると理解されたい。
【０１０８】
Ｃ－２．クロック（フレーム）同期方法（２）
　続いて、ビーコン送信局が自局のクロックより遅れている他の通信局を認識し、時刻の
調整をする場合について、図８を参照しながら考察する。図示の例では、ネットワーク内
にＸ～Ｚの３台の通信局が動作し、各通信局は、動作の初期には、それぞれの基準クロッ
クを１００００００回だけカウントアップする期間を１スーパーフレームとして取り扱う
。
【０１０９】
　図中Ａの時点で、通信局Ｙは、ビーコン受信などにより隣接局Ｘとの１０カウント分の
ずれを認識し、カウンタを１０カウント遅らせ、カウンタの同期を行なう。この結果、通
信局Ｙの２つ目のビーコンはこれまでよりも１０カウントだけ遅れて送信される。
【０１１０】
　次いで、図中Ｂの時点では、通信局Ｙからのビーコンを受信した通信局Ｚは、クロック
同期をする際、やはり１０カウント分のずれを認識するので、カウンタを同じだけ遅らせ
、カウンタの同期を行なう。但し、この実施形態では、クロック周期又はビーコン周期の
調整を許容するクロック誤差の範囲が３カウントまでと制限されているので、通信局Ｚは
、今回のクロック周期の調整は見送る。
【０１１１】
　次いで、図中Ｃの時点では再度クロック同期を試みる。実際には、周期の変更は無かっ
たのでクロック誤差は０と測定される。したがって、この時点でも周期は変更されない。
【０１１２】
　通信局Ｙは通信局Ｘとカウンタの同期をとった結果、図中Ｂの時点で計測される通信局
Ｙのビーコン送信間隔は、通常のスーパーフレームに１０カウントだけクロック誤差が加
算されている。すなわち、Ｂの時点での周期変動は一時的なものなので、それ以降の周期
は元と同じである。このクロック誤差を以って、スーパーフレームが１０カウント分だけ
変更されたと認識してしまうと、通信局Ｚは誤ったクロック周期に変更してしまう。
【０１１３】
　ここで、通信局が周辺局からのビーコン受信により得られたクロック誤差が突然に大き
くなった場合には、このビーコン送信局側でもクロック同期処理のために時刻のシフトが
行なわれた直後である可能性がある。
【０１１４】
　そこで、本実施形態では、許容範囲外の大きなクロック誤差（フレーム先頭位置の誤差
）に対しては周期の変更をしないことにしている。これによって、誤った周期への変更防
止、クロック変動への耐性、緩やかな周期変動によるクロック（フレーム）同期動作の安
定性が実現できる。
【０１１５】
　図９には、ビーコン送受信局間でクロック（フレーム）の同期をとるための処理手順を
フローチャートの形式で示している。
【０１１６】
　通信局は、ビーコンを受信すると、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αを抽出
し（ステップＳ１１）、時刻の位置ずれの補正を行なう（ステップＳ１２）。
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【０１１７】
　次いで、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αが所定のビーコン周期変更閾値を
超えたか否かを判別する（ステップＳ１３）。
【０１１８】
　ここで、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αが所定のビーコン周期変更閾値を
超えない場合には、１スーパーフレーム分のカウンタ周期をαだけ伸張することにより（
ステップＳ１４）、時刻の進む速さ、すなわちクロック（フレーム）の周期の同期化を行
なう。
【０１１９】
　一方、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αが所定のビーコン周期変更閾値を超
える場合には、通信局が周辺局からのビーコン受信により得られたクロック誤差が突然に
大きくなったなど、クロック周期のずれ以外の原因によりクロック周期のずれが発生して
いる可能性があるので、クロック周期の同期化は行なわない。
【０１２０】
　なお、図８では、説明の便宜上、各通信局の同期処理においてスーパーフレームの先頭
位置とスーパーフレームの周期の双方について同期をとるように描いている。但し、すべ
ての通信局がビーコン信号を報知し、ビーコン間隔を以って各通信局が独自にスーパーフ
レームを定義するような自律分散型のシステムにおいては、スーパーフレームの周期は一
致するものの、スーパーフレームの先頭位置が揃うことはない。この場合、同図はスーパ
ーフレーム自体の先頭位置ではなく、スーパーフレームを構成するスロットの先頭位置の
同期をとることを表すものであると理解されたい。
【０１２１】
Ｃ－３．クロック（フレーム）同期方法（３）
　本実施形態に係る無線ネットワークでは、スリープ・モードを採用することができ、各
通信局は適宜スリープ状態に陥ることができる。この場合、通信局は、所定のウェイクア
ップ周期毎にアクティブ状態に復帰し、スキャン動作を行なうことで周辺局からのビーコ
ンを受信し、同期処理を行なうことになる。図１０には、ウェイクアップ周期（スキャン
周期）の変更によりクロック周期の同期をとる動作例を示している。
【０１２２】
　通信局のクロックが１スーパーフレームにつき４０ｐｐｍだけ進んでいる場合、１．０
秒毎に４０マイクロ秒だけ進んでしまう。１マイクロ秒毎にカウントされるとすると、ウ
ェイクアップ周期（スキャン周期）が１．０秒の場合には、次回スキャン時には４０カウ
ントだけ進んでいる。ここで、Ｃ－２項で説明した周期調整の許容範囲が例えば３カウン
トまでとすると、４０カウントでは許容範囲外のためクロック周期の同期は行なわれない
。
【０１２３】
　ここでは、この許容範囲外のクロック誤差をきっかけに、スリープ状態の期間を一時的
に短くし、頻繁にクロック同期を試みるようにする。例えば、ウェイクアップ周期を通常
時の２０分の１となる５０ミリ秒に変更すると、次回ウェイクアップ時のクロックのずれ
は２カウントと許容範囲内になる。
【０１２４】
　この値を用いてクロック周期の同期を試み、次のビーコンでクロック誤差がほぼゼロに
なっていることを確認し、今度はウェイクアップ周期（スキャン周期）を２倍の１００ミ
リ秒にする。
【０１２５】
　この状態で再度クロック誤差がほぼゼロになることを確認できたら、ウェイクアップ周
期（スキャン周期）をさらに２倍の２００ミリ秒にしてクロック同期を試みる。このよう
にして、最終的に元の１．０秒のウェイクアップ周期（スキャン周期）でもクロック周期
を同期させることができる。
【０１２６】
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　図１１には、ビーコン送受信局間でクロックの同期をとるための処理手順をフローチャ
ートの形式で示している。
【０１２７】
　通信局は、ビーコンを受信すると、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αを抽出
し（ステップＳ２１）、時刻の位置ずれの補正を行なう（ステップＳ２２）。
【０１２８】
　次いで、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αが所定のビーコン周期変更閾値を
超えたか否かを判別する（ステップＳ２３）。
【０１２９】
　ここで、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αが所定のビーコン周期変更閾値を
超えない場合には、１スーパーフレーム分のカウンタ周期をαだけ伸張することにより（
ステップＳ２４）、時刻の進む速さ、すなわちクロック（フレーム）の周期の同期化を行
なう。
【０１３０】
　そして、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αが所定のウェイクアップ周期（ス
キャン周期）変更閾値を超えたか否かを判別する（ステップＳ２５）。クロック誤差（フ
レーム先頭位置の誤差）αが所定のウェイクアップ周期（スキャン周期）変更閾値を超え
ない場合には、フレーム周期の同期は確立されていると判断し、ウェイクアップ周期（ス
キャン周期）を例えば２倍にする（ステップＳ２６）。一方、クロック誤差（フレーム先
頭位置の誤差）αが所定のウェイクアップ周期（スキャン周期）変更閾値を超える場合に
は、フレーム周期の同期が確立されていない可能性が高いので、ウェイクアップ周期（ス
キャン周期）は変更されない。
【０１３１】
　ステップＳ２３に話が戻るが、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αが所定のビ
ーコン周期変更閾値を超える場合には、通信局が周辺局からのビーコン受信により得られ
たクロック誤差が突然に大きくなったなど、クロック周期のずれ以外の原因によりクロッ
ク周期のずれが発生している可能性があるので、クロック周期の同期化は行なわない。但
し、この許容範囲外のクロック誤差をきっかけに、ウェイクアップ周期を通常時の２０分
の１となる５０ミリ秒に変更し（ステップＳ２７）、頻繁にクロック同期を試みるように
する。一方、クロック誤差
【０１３２】
　このように、通信局は、ウェイクアップ周期を徐々に長くしながらクロック周期を同期
していくことにより、スリープ期間が長くてもクロックの同期を保つことができるように
なる。また、スリープ期間の最大値をクロックの精度に拘らず設定することができる。
【０１３３】
　なお、図１０では、説明の便宜上、各通信局の同期処理においてスーパーフレームの先
頭位置とスーパーフレームの周期の双方について同期をとるように描いている。但し、す
べての通信局がビーコン信号を報知し、ビーコン間隔を以って各通信局が独自にスーパー
フレームを定義するような自律分散型のシステムにおいては、スーパーフレームの周期は
一致するものの、スーパーフレームの先頭位置が揃うことはない。この場合、同図はスー
パーフレーム自体の先頭位置ではなく、スーパーフレームを構成するスロットの先頭位置
の同期をとることを表すものであると理解されたい。
【０１３４】
Ｃ－４．クロック（フレーム）同期方法（４）
　Ｃ－２項で説明した場合と同様に、ビーコン送信局が自局のクロックより遅れている他
の通信局を認識し、時刻の調整をする場合について、図１２を参照しながら考察する。図
示の例では、ネットワーク内にＸ～Ｚの３台の通信局が動作し、各通信局は、動作の初期
には、それぞれの基準クロックを１００００００回だけカウントアップする期間を１スー
パーフレームとして取り扱う。なお、各通信局は、所定のスキャン周期毎にスキャン動作
を行ない、通信局は最大のスキャン周期以下のスキャン周期を設定するものとする。
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【０１３５】
　図中Ａの時点で、通信局Ｙは、ビーコン受信などにより隣接局Ｘとの１０カウント分の
ずれを認識し、カウンタを１０カウント遅らせ、カウンタの同期を行なう。この結果、通
信局Ｙの２つ目のビーコンはこれまでよりも１０カウントだけ遅れて送信される。ここで
、通信局Ｙは、カウンタ値を調整した後から最大スキャン周期の間はビーコンにカウンタ
値変更を示すフラグを立てておく。
【０１３６】
　次いで、図中Ｂの時点では、通信局Ｙからのビーコンを受信した通信局Ｚは、クロック
同期を試みる際、やはり１０カウント分のずれを認識するので、カウンタを同じだけ遅ら
せ、カウンタの同期を行なう。但し、受信したビーコンにはカウンタ値変更を示すフラグ
が立っているので、通信局Ｚは今回の周期調整は見送る。
【０１３７】
　通信局がカウンタの同期をとり、時刻の調整をした場合には、この通信局からのビーコ
ンを受信して測定されるクロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）も調整分だけずれるこ
とになる。しかし、この誤差を以ってクロック（フレーム）周期が変更されたと考えるの
は間違いで、定常状態の周期は変更されていないことが考えられる。
【０１３８】
　図１２に示した例でも、通信局Ｙは通信局Ｘとカウンタの同期をとった結果、図中Ｂの
時点で計測される通信局Ｙのビーコン送信間隔は、通常のスーパーフレームに１０カウン
トだけクロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）が加算されている。すなわち、Ｂの時点
での周期変動は一時的なものなので、それ以降の周期は元と同じである。このクロック誤
差（フレーム先頭位置の誤差）を以って、スーパーフレームが１０カウント分だけ変更さ
れたと認識してしまうと、通信局Ｚは誤ったクロック周期に変更してしまう。
【０１３９】
　そこで、この実施形態では、ビーコンにクロック（フレーム）の同期を行なったことを
示すクロック変更フラグを設け、このフラグがオンになっているときには周期変更を見送
ることにより、誤った変更をしてしまうことを防いでいる。
【０１４０】
　図１３には、ビーコン送受信局間でクロック（フレーム）の同期をとるための処理手順
をフローチャートの形式で示している。
【０１４１】
　通信局は、ビーコンを受信すると、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αを抽出
し（ステップＳ３１）、時刻の位置ずれの補正を行なう（ステップＳ３２）。
【０１４２】
　次いで、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αが所定のフラグ閾値を超えたか否
かを判別する（ステップＳ３３）。そして、フラグ閾値を超える場合には、通信局は、自
局の送信ビーコンのクロック変更フラグをオンにし、フラグ・カウンタをリセットする（
ステップＳ３４）。
【０１４３】
　次いで、フラグ・カウンタが最大ウェイクアップ周期に達したか否かを判別する（ステ
ップＳ３５）。そして、フラグ・カウンタが最大ウェイクアップ周期に達した場合には、
送信ビーコンのクロック変更フラグをオフにする（ステップＳ３６）。
【０１４４】
　一方、通信局がビーコンを受信した場合には、そのビーコンのクロック変更フラグを判
別する（ステップＳ３７）。そして、クロック変更フラグがオフになっている場合には、
１スーパーフレーム分のカウンタ周期をαだけ伸張することにより（ステップＳ３８）、
時刻の進む速さ、すなわちクロック（フレーム）の周期の同期化を行なう。
【０１４５】
　これに対し、クロック変更フラグがオンになっている場合には、周期変更を見送ること
により、カウンタの同期に伴うクロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）のために、誤っ
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た変更をしてしまうことを防ぐ。
【０１４６】
　なお、図１２では、説明の便宜上、各通信局の同期処理においてスーパーフレームの先
頭位置とスーパーフレームの周期の双方について同期をとるように描いている。但し、す
べての通信局がビーコン信号を報知し、ビーコン間隔を以って各通信局が独自にスーパー
フレームを定義するような自律分散型のシステムにおいては、スーパーフレームの周期は
一致するものの、スーパーフレームの先頭位置が揃うことはない。この場合、同図はスー
パーフレーム自体の先頭位置ではなく、スーパーフレームを構成するスロットの先頭位置
の同期をとることを表すものであると理解されたい。
【０１４７】
Ｃ－５．クロック（フレーム）同期方法（５）
　新規に参入してきたビーコンの基準時刻と、既に存在したネットワークの基準時刻は一
致していない。したがって、初回のビーコン受信時にはこのずれ分がクロック誤差（フレ
ーム先頭位置の誤差）として検出される。
【０１４８】
　ここで、新規参入局からのビーコンを受信した既存局が、検出されたクロック誤差（フ
レーム先頭位置の誤差）を用いて自局のカウンタすなわち時刻を変更するのは問題ない。
ところが、このクロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）分をクロック周期の変動分と考
えてクロック（フレーム）周期を変更してしまうのは間違いである。何故ならば、クロッ
ク（フレーム）周期の差は、通信局が互いの基準時刻すなわちカウンタを同期させた後に
測定されるクロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）からでないと、見積もることはでき
ないためである。
【０１４９】
　そこで、この実施形態では、新規参入端末の初回のビーコンから見積もられるクロック
誤差（フレーム先頭位置の誤差）の値を用いては、クロック（フレーム）周期の補正は行
なわないようにすることで、誤ったクロック周期変更を防ぐことにしている。
【０１５０】
　図１４には、ビーコン送受信局間でクロック（フレーム）の同期をとるための処理手順
をフローチャートの形式で示している。
【０１５１】
　通信局は、ビーコンを受信すると、クロック誤差（フレーム先頭位置の誤差）αを抽出
し（ステップＳ４１）、時刻の位置ずれの補正を行なう（ステップＳ４２）。
【０１５２】
　次いで、受信したビーコンが新規参入局からのものであるか否かを判別する（ステップ
Ｓ４３）。
【０１５３】
　受信したビーコンが新規参入局からのものでなければ、１スーパーフレーム分のカウン
タ周期をαだけ伸張することにより（ステップＳ４４）、時刻の進む速さ、すなわちクロ
ック（フレーム）の周期の同期化を行なう。
【０１５４】
　一方、受信したビーコンが新規参入局からのものである場合には、クロック（フレーム
）周期の補正は行なわないようにすることで、誤ったクロック周期変更を防ぐ。
【産業上の利用可能性】
【０１５５】
　以上、特定の実施形態を参照しながら、本発明について詳解してきた。しかしながら、
本発明の要旨を逸脱しない範囲で当業者が該実施形態の修正や代用を成し得ることは自明
である。
【０１５６】
　また、本明細書では、自律分散型の無線ネットワークに本発明を適用した実施形態を中
心に説明してきたが、勿論、自律分散以外の形態のネットワークであっても、本発明を同
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様に適用することができる。
【０１５７】
　また、各通信局が複数の周波数チャネル上をホッピングして通信を行なうマルチチャネ
ル型の通信システムに対しても、各チャネルにおけるメディア・アクセス制御において本
発明を適用することができる。
【０１５８】
　また、本明細書では、無線ＬＡＮを例にして本発明の実施形態について説明したが、本
発明の要旨はこれに限定されるものではなく、より低いＳＮＲ環境での信号送受信を行な
うウルトラワイドバンド（Ｕｌｔｒａ　Ｗｉｄｅ　Ｂａｎｄ）のような通信方式に対して
も、本発明を好適に適用することが可能である。
【０１５９】
　要するに、例示という形態で本発明を開示してきたのであり、本明細書の記載内容を限
定的に解釈するべきではない。本発明の要旨を判断するためには、特許請求の範囲の記載
を参酌すべきである。
【図面の簡単な説明】
【０１６０】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る無線ネットワークにおいて通信局として動作
する無線通信装置の機能構成を模式的に示した図である。
【図２】図２は、本発明の一実施形態に係る自律分散型ネットワークの構成を模式的に示
した図である。
【図３】図３は、スーパーフレーム内で各通信局がビーコン送信を行なう手順を説明する
ための図である。
【図４】図４は、スーパーフレームの内部構成を模式的に示した図である。
【図５】図５は、ビーコンを送受信する通信局の間でクロックの同期をとる手順を説明す
るための図である。
【図６】図６は、ビーコン送受信局間でクロックの同期をとるための処理手順を示したフ
ローチャートである。
【図７】図７は、カウンタ周期の伸張分を出力する回路の構成例を示した図である。
【図８】図８は、ビーコン送信局が自局のクロックより遅れている他の通信局を認識し、
時刻の調整をする動作を説明するための図である。
【図９】図９は、ビーコン送受信局間でクロックの同期をとるための処理手順を示したフ
ローチャートである。
【図１０】図１０は、ウェイクアップ周期の変更によりクロック周期の同期をとる動作を
説明するための図である。
【図１１】図１１は、ビーコン送受信局間でクロックの同期をとるための処理手順を示し
たフローチャートである。
【図１２】図１２は、ビーコン送信局が自局のクロックより遅れている他の通信局を認識
し、時刻の調整をする動作を説明するための図である。
【図１３】図１３は、ビーコン送受信局間でクロックの同期をとるための処理手順を示し
たフローチャートである。
【図１４】図１４は、ビーコン送受信局間でクロックの同期をとるための処理手順を示し
たフローチャートである。
【符号の説明】
【０１６１】
　１００…無線通信装置
　１０１…インターフェース
　１０２…データ・バッファ
　１０３…中央制御部
　１０４…送信データ生成部
　１０６…無線送信部
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　１０７…タイミング制御部
　１０９…アンテナ
　１１０…無線受信部
　１１２…受信データ解析部
　１１３…情報記憶部
　１１４…クロック発生器

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】
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